




令和6年度までに担い手への農地集積率を20%から43%に増加させる。

令和 6 年度までに自動草刈り機やドロ ー ンを各地域でどちらか 1 台導入する。

(2) 棚田等の保全を通じた多面にわたる機能の維持• 発揮

・農産物の供給の促進

令和 6 年度まで主食用米作付面積で現状の 8 0 0 haを維持する。

令和6 年度までに小豆の作付面積を Shaから 1 Obaに増加させる。

・自然環境の保全・活用

令和 6 年度までに環境保全型の農業の実施地域を 1 地域から各地域に拡大する。

令和 6 年度までに子どもたちが農業体験できる事業の実施地域を 2 地域から各地域に拡大す

る。

令和6年度まで有害鳥獣の捕獲を毎年2, 0 0 0頭の現状を維持する。

・良好な景観の形成

令和 6 年度までホタルに関するイベント（鑑賞会や水辺の学習など）の実施地域を 4 地域か

ら各地域に拡大する。

令和 6 年度までに水田放牧の取組地域を 2 地域から各地域に拡大する。

・伝統文化の継承

収穫を感謝する秋祭りで、 毎年各地域で行われている備中神楽や渡り拍子などの伝統文化の

行事を継続する。

(3)棚田を核とした棚田地域の振興

．棚田における都市農村交流を通じた関係人口の創出・拡大による地域振興

令和 6 年度までに都市農村交流として麦踏体験等のイベントの実施地域を 1 地域から各地域

に拡大する。

令和 6 年度までに移住受入支援地域を 5 地域から 7 地域に増加させる。

．棚田を観光資源とした地域振興

5 地域全体でひまわりの作付を 1 0 万本（面積約 7 O a)の現状を維持する。

令和6 年度までに直売所を 1 0 か所から 1 3 か所に増加させる。

令和6 年度までに 5 軒の空き家や古民家を再生·活用する。

．棚田米等を活用した六次産業化の推進

令和 6 年度までにもち麦、 ぶどう、 トマト、 お茶等を原料とした新たな商品を各 1 品目開発

する。

3 計画期間

認定の月～令和７年３月








